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第１章 計画の基本的事項 

１ 生涯学習とは 

生涯学習（lifelong learning ）とは、「人が生涯を通じて行う、あらゆる種類の学習」のこ

とです。つまり、乳幼児から高齢者までのあらゆる年齢の人が、家庭、学校、職場といった様々

な場所・タイミングで、幅広いジャンルの内容について学ぶことを指しています。 

 

２ 生涯学習の重要性 

人が学ぶ理由は、様々です。趣味や特技を深めるため、希望する学校に入学するため、仕事

におけるキャリアアップのため、子育てや介護といった家庭生活における必要性のため、自分

の住むまちをよりよくするため、退職後の生きがいのためなど、人の数だけ学ぶ理由があると

言っても過言ではありません。ただし、これら人が学ぶ理由には「学ぶ人の人生を豊かにする

ため」という大前提が共通して存在しています。 

学ぶ人の人生が豊かになれば、ひいては社会の豊かさにもつながっていきます。学ぶ人の知

識・技能の向上が社会・経済の物質的な発展に寄与することはもちろん、学びによる精神の充

実は、学ぶ人自身の人生を豊かにしながら、家族、友人、地域等との関わりを通じて、良質な

社会の雰囲気を作っていくことと無関係ではありません。 

そして、社会の豊かさは人が学ぶための基盤を整備することとつながっています。各個人が

学びやすくなり、学ぶ人の人生を豊かにし、それがまた、社会全体の豊かさにつながっていき

ます。 

  このように、生涯学習の重要性は、学ぶ人の人生を豊かにするだけでなく、社会全体を豊か

にすることにもあり、これらは相互に強く関連しています。 

 

３ 生涯学習に関する国の政策動向 

  平成 18 年度に教育基本法が改正され、生涯学習の理念として「国民一人一人が、自己の人

格を磨き、豊かな人生を送ることができるよう、その生涯にわたって、あらゆる機会に、あら

ゆる場所において学習することができ、その成果を適切に生かすことのできる社会の実現が図

られなければならない」ことが示されました。 

  教育基本法の改正に伴って平成 20年度に策定された教育振興基本計画は、平成 30年度に２

回目の改定が行われ、現在第３期計画として運用されています。この計画の中では、生涯学習

分野の目標として、人生 100年時代を見据えた生涯学習の推進、人々の暮らしの向上と社会の

持続的発展のための学びの推進、職業に必要な知識やスキルを生涯を通じて身に付けるための

社会人の学び直しの推進、障害者の生涯学習の推進の４点が掲げられています。 

また、令和元年度には、地方分権改革の一環として「地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第９次地方分権一括法）」が制定さ

れました。これにより、博物館、図書館、公民館といった社会教育施設を教育委員会から首長

部局に移管することが可能になり、生涯学習分野と、まちづくりや福祉、産業などの生涯学習

分野以外の分野との連携が一層期待されるようになりました。 
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４ 計画の目的 

生涯学習は、書店で購入した本を読んだり、インターネットを活用したり、大学や民間事業

者が提供する講座に参加したりする等、個人で手軽に行うこともできます。にもかかわらず、

市が生涯学習を積極的に取り扱うのは、生涯学習によって個人と社会を結びつけるのは、行政

の役割であると考えるからです。 

この上で、個人にとっても社会にとっても重要な生涯学習という考え方を、市は施策として

具体化し、これを推進していく必要があります。 

  そこで、市の実施する生涯学習事業を体系化し、総合的・計画的・効果的に推進するために、

本計画を策定することとします。なお、本計画は平成 22年度に策定した生涯学習計画の改定

版となります。策定から 10 年が経過し、本市の状況や社会環境が大きく変化したことを踏ま

えながら、新しい計画として策定するものです。 

 

５ 計画の取り扱う生涯学習の範囲 

生涯学習の考え方は、理論上、あらゆる種類の学習を含みます。本計画でも生涯学習の定義

を広く捉えており、取り扱う範囲を整理すると図表１－１のようになります。 

  なお、本計画が対象とする事業は、市が直接的に実施する事業、市が間接的に他の主体（市

民団体、大学、民間企業等）を支援する事業、市と他の主体が連携して実施する事業であり、

行政以外の主体が独立して実施する事業については取り扱いません。また、学校教育について

の詳細は、学校教育計画に委ねることとします。 

 

  

本計画における生涯学習の範囲 

 

・成人向けの講座、勉強会、その他イベント等における学習 

・家庭教育、学校教育以外の場面における青少年の学習 

社会において広く 

行われる学習 

社会教育における学習 

家庭教育における学習 
家庭内における 

子どもの学習 

・生活習慣や情操の形成、能力の向上等を目的として 

親などが行う一連の教育（遊びを含む）における子どもの学習 

学校教育における学習 
学校内における 

児童・生徒の学習 

・教師などが行う授業における児童・生徒の学習 

・課外授業、学校行事等における児童・生徒の学習 

※詳細は学校教育計画に委ねる 

その他 
意図的に提供された 

機会によらずに行う学習 

・自 己学習 ：学習する意思を持ち、自ら行う学習 

・偶発的学習：学習する意思を持たないが、生活のあらゆる活動

の中でたまたま何かを学ぶこと 

図表１－１ 計画における生涯学習の範囲 
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６ 計画の位置づけ 

本計画は、行政が関与する生涯学習分野のマスタープランとして、生涯学習事業の方向性を

示すものです。 

  他の計画との関連については、図表１－２のとおりで、武蔵野市長期計画を最上位計画とし、

武蔵野市公共施設等総合管理計画、武蔵野市文化振興基本方針の内容を踏まえることとします。

なお、本計画の巻末は、武蔵野市公共施設等総合管理計画の類型別施設整備計画として生涯学

習施設整備計画を付属します。 

また、武蔵野市スポーツ振興計画と武蔵野市図書館基本計画を下位計画とし、その他、教育

委員会の他の計画はもちろん、市長部局の各種計画とも連携しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

施
設
・
文
化
に
関
す
る
方
向
性 

生涯学習分野 

武蔵野市長期計画 

学校教育分野 

武蔵野市 

学校教育計画 

本計画に 

影響を与える計画 

武蔵野市 

公共施設等 

総合管理計画 

武蔵野市文化

振興基本方針 

教
育
分
野
の
連
携 

武蔵野市生涯学習計画 

武蔵野市 

図書館 

基本計画 

武蔵野市 

スポーツ 

振興計画 

長期計画に基づいて策定 

図書館関連施策 スポーツ関連施策 

図表１－２ 計画の位置づけ 

市長部局の 

各個別計画 

武蔵野市 

市民活動促進

基本計画 

武蔵野市健康

福祉総合計画 

子どもプラン

武蔵野 

など 

各
分
野
で
の
連
携 



 

 

4 

  

 

７ 計画の期間 

計画の期間は令和２年度から令和11年度までの10年間で、必要に応じて計画期間中に見直し

をします。 

 

８ 計画の進行管理 

毎年度、報告書を作成し、教育委員会や社会教育委員による点検・評価、議会への報告、市

民への公表を行います。 

また、原則として、計画期間の４年目（令和６年度）、９年目（令和10年度）にそれぞれ市

民向けアンケート調査等を実施し、その調査結果をもとに５年目（令和７年度）、10年目（令

和11年度）に計画の進捗度を測るための指標の一つとして活用します。 
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第２章 武蔵野市の生涯学習の現状と特色・課題 

１ 武蔵野市の生涯学習に関する現状 

 ここでは、（１）市内外の現況、（２）生涯学習計画（平成 22年度～令和元年度）の進捗、（３）

生涯学習に関する調査（平成 30年度実施）の結果、の３つの視点で本市の生涯学習に関する現

状を明らかにします。 

 

現状を見るための視点（１） 市内外の現況 

  生涯学習分野の現状に関する基本的事項を示します。 

  

①生涯学習に関係する市関連施設 

武蔵野市内における生涯学習に関係する市関連施設は、図表２－１のとおりです。図書館、

市民文化会館、総合体育館といった主に生涯学習を目的とする施設だけでなく、小中学校や

コミュニティセンターでも生涯学習の機会が提供されています。 

  

図表２－１ 市内の生涯学習に関係する市関連施設 
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  ②市（関連団体含む）が提供する主な生涯学習関連の機会 

   令和元年度現在、生涯学習に関して市（関連団体含む）が提供する主な生涯学習関連の機

会は、図表２－２のとおりです。テーマや対象は多岐にわたっており、提供主体についても

教育委員会はもちろん、市長部局も積極的に展開しています。 

その他、直接的に学習の機会を提供するだけでなく、たとえば、子どもに対する読書の

動機づけ支援や、市民団体の事業への補助金交付等を通じた支援等のように、市民の自主的

な学びを促す事業もあります。また、これ以外にも市民団体や大学、民間企業等が生涯学習

について実施する事業があります。 

 

 

  

図表２－２ 市（関連団体含む）が提供する主な生涯学習関連の機会 
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③生涯学習に関する市民団体について 

生涯学習に関する団体のうち、市に社会教育団体として登録した団体は、施設使用料の

減額・免除や、備品の貸し出し等の優遇・支援があります。その数は、図表２－３のとお

り、全 308団体で、幅広い内容が取り扱われています（平成 31 年３月末時点）。これらは

団体のメンバー自身の学びの場となっているだけでなく、メンバー以外の人へも学びの機

会を提供しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

また、市では生涯学習に関する団体の事業に対し、生涯学習事業費補助金、子ども文化・

スポーツ・体験活動団体支援事業費補助金という２つの補助金を交付し、市民団体の自主的

な活動を支援しています。 

   補助金審査の項目には、「武蔵野らしさへ寄与しているかどうか」や「地域活動の活性化

に貢献しているかどうか」、「団体以外の市民に開かれたものであるかどうか」等を設定し、

図表２－４のとおり、令和元年度は、生涯学習事業費補助金で12事業1,668,000円、子ども

文化・スポーツ・体験活動団体支援事業費補助金で11事業1,719,130円の交付をしました（当

初交付額）。 

   

   

75

14

25

14

39

72

43

26

308

図表２－３ 社会教育関係団体の種類と団体数 

図表２－４ 令和元年度 補助金交付事業 
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④人口・世帯 

  平成30年に本市で実施した人口推計（図表２

－５、２－６）では、平成30年（2018年）に

141,860人だった人口は、令和30年（2048年）

に157,341人になるという人口増加が予想され

ます。また、年少人口については、割合の緩や

かな減少は見られるものの、人口自体の減少は

見込まれません。 

ただし、生産年齢人口は増減を経ながらも期

間全体通じては減少傾向にあり、また老年人口

の増加により一層の高齢化が見込まれます。令

和30年には、特に75歳以上の後期高齢者の割合

が多くなります。 

  また、平成27年度の国勢調査（５年に一度）

によれば、武蔵野市における世帯構成の割合は

図表２－７のとおり、核家族世帯と単独世帯で

大半を占めています。東京都全体や東京

都市部と比較すると、やや高い数値とな

っており、今後もこの傾向は続くと見込

まれます。同時に、前述のとおり高齢化

が進んでいることを考えれば、一定数の

独居高齢者が存在しており、今後も

増加していくと考えられます。 

  

⑤学ぶにあたり配慮が必要な場合がある人 

  学ぶにあたり配慮が必要な場合がある人として、障害者については、身体障害者の方が約

3,000人、知的障害者と精神障害者の方がそれぞれ約1,000人います。これらの人々が学ぶにあ

たっては、バリアフリーや介助者等のサポートとともに、障害の程度に応じた学びの機会が必

要になる場合があります。 

生活困窮者については、生活保護受給世帯の割合で見れば、本市は東京都全体、市部全体の

平均と比較して相対的に低い数値を示しているものの、後述するように経済的余裕に余裕のあ

る人は、そうでない人に比べて学びの経験が多いことから考えて、費用が学びの障壁にならな

いような視点が重要です。 

外国人については、グローバル化の進展を背景に増加の傾向があり、前述の平成30年度に実

施した人口推計においては、平成30年（2018年）に3,038人だったところ、令和30年（2048年）

には4,445人になると見込んでいます。外国人の方が学ぶにあたっては、言語的サポートを要

する場合があります。 

16,816 18,089 18,227 17,530 17,184 17,310 17,610

93,086 95,742 96,734 96,232 94,227 91,783 89,742

15,294 14,588 14,451 16,963 19,792 21,389 20,991

16,664 18,566 20,799 21,481 22,864 25,438 28,998
141,860 146,985 150,212 152,206 154,067 155,920 157,341

0

50,000

100,000

150,000

200,000

2018年 2023年 2028年 2033年 2038年 2043年 2048年

（人）

年少人口 生産年齢人口 老年人口（65～74歳） 老年人口（75歳以上）

11.9 12.3 12.1 11.5 11.2 11.1 11.2 

65.6 65.1 64.4 63.2 61.2 58.9 57.0 

10.8 9.9 9.6 11.1 12.8 13.7 13.3 

11.7 12.6 13.8 14.1 14.8 16.3 18.4 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

2018年 2023年 2028年 2033年 2038年 2043年 2048年

（％）

年少人口 生産年齢人口 老年人口（65～74歳） 老年人口（75歳以上）

図表２－５ 人口推計：年齢３区分別人口 

図表２－６ 人口推計：年齢３区分別人口の比率 

46.63 

47.84 

47.79 

49.54 

47.30 

47.37 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

武蔵野市

東京都

市部

核家族世帯 核家族以外の世帯 非親族を含む世代 単独世帯 不詳

図表２－７ 世帯構成の割合 



 

 

9 

  

⑥市を取り巻く社会環境の変化 

 １）人生100年時代の到来 

  ある海外の研究によると「日本では、2007年に生まれた子どもの半数が107歳より長く生

きる」（Human Mortality Database, U.C. Berkeley(USA) and Max Planck Institute for 

Demographic Research(Germany)）と推計されており、一層の健康長寿社会が到来しつつあ

ります。このような「人生100年時代」においては、人々は「教育・仕事・老後」という３

ステージの単線型の人生ではなく、マルチステージの人生を送るようになり、ますます生き

方が多様化していくものと考えられています。 

100年という長い期間を充実したものとするためには、若年期における学びだけでなく、

生涯にわたる様々なステージに必要となる能力を身に付け、発揮することが重要となります。 

 

 ２）技術革新の進展 

  狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0 ）、工業社会（Society 3.0 ）、情報社会

（Society 4.0 ）に続くものとして、2030年ごろにはＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等をはじ

めとする技術革新が一層進展し、超スマート社会（Society 5.0 ：仮想空間と現実空間が高

度に融合したシステムを持つ社会）が到来すると見込まれています。 

  このような中で、学びのかたちはますます多様化し、そして双方向化していくと考えられ

ます。また、学びに際する地理的制約や時間的制約が少なくなっていくことも考えられます。 

さらに、このような社会においては、ＳＴＥＡＭ教育のような実社会での課題解決に生き

る教育・学習がますます重要となっていきます。 

 

 ３）グローバル化の進展 

  国境を越えてヒト・モノ・カネ・情報の交流が活発になり、経済成長や技術革新、文化の

発展等をもたらしています。そのような中で、とりわけヒトの動きについて、国は技能実習

制度やＥＰＡ（経済連携協定）、新たな在留資格の新設等によって外国人人材の受け入れを

拡大する方針をとっており、また「留学生30万人計画」等によって外国人留学生の数も急増

しています。 

  学びとの関連で言えば、言語面や文化面のサポートにより外国人の学びを充実させること

が求められます。外国人が学ぶことは、本人の生活の豊かさだけでなく、日本を世界に発信

することにつながります。また、国際交流は外国人だけでなく日本人にとっての学びの機会

でもあります。このような中で、日本人と外国人ともに、国際理解に関する学びが重要とな

ります。 

 

 ４）労働事情の変化 

  労働市場は流動化しており、終身雇用はもはや主流ではなくなりつつあります。職務や勤

務地が限定されない「メンバーシップ型雇用」から、職務や勤務地を限定し、専門的な能力

が求められる「ジョブ型雇用」への移行の流れは、さらに流動化を加速させると言われてい
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ます。また、これからの時代は、ＡＩやロボット等がこれまで人間がしてきた仕事を担うよ

うになり、これに伴い新しい仕事が生まれることも想定されます。 

このような中で、働き方の多様化、仕事の専門化を念頭にした生涯学習が求められます。

また、ＡＩやロボットが仕事を人間の仕事を代替することは、ＩＣＴに関する学びの重要性

が増していくことはもちろんですが、逆に人間ならではの感性や創造性を発揮する力を身に

付けていくこともあわせて重要となります。 

 

  ５）国連による持続可能開発目標（ＳＤＧｓ）の採択 

   持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、平成27年９月の国連サミットで採択された国際目標

で、「地球上の誰一人として取り残さない」ことを目指しています。平成28年から令和12年

までを対象期間とし、持続可能な世界を実現するために貧困やエネルギー等の17のゴール・

169のターゲットから構成されています。発展途上国だけでなく先進国も対象となり、また

企業やＮＧＯも対象となります。 

   生涯学習に直接関連する項目としては、17のゴールのうち「すべての人々への、包摂的か

つ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進する」というものがあるため、今後

はこれを達成するために、今後は国や自治体はもちろん、企業やＮＧＯ等も生涯学習に関す

る活動を広げていくことが見込まれます。 
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現状を見るための視点（２） 生涯学習計画（平成22年度～令和元年度）の進捗 

平成22年度に策定した前計画では、６つの基本目標を立てていました。それぞれの目標の

細目である「施策の考え方」ごとにその進捗を示すと、図表２－８の通りとなり、全てについ

ておおむね順調に進捗しています。 

  
図表２－８ 前計画の進捗 

1-2

1-3

2-2

2-1

3-1

1-1

3-2

4-1

4-2

6-1

5-1

5-2
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現状を見るための視点（３） 生涯学習に関する調査（平成 30年度実施）の結果 

本計画の策定にあたり、平成30年度に市民・社会教育関係団体に対するアンケート調査や、

過去に武蔵野市内の生涯学習施設を利用した近隣自治体在住者へのアンケート調査、関連団体

へのヒアリング調査を行いました。 

調査の結果は、以下の４点にまとめられます。 

 

調査結果① 生涯学習計画（平成22年度～令和元年度）の基本目標との関連について 

◆総論 

過去１年間に何らかのことを学んだ人は69.4％で、学ばなかった人は29.3％でした。ま

た、「市主催の教室・講座」で学んだ人は10.7％、「コミュニティセンターの行事」で学ん

だ人は3.9％で、平成20年度調査では、現在学んでいる人に限った割合ではありますが、

それぞれ9.8％、9.5％でした。 

◆各基本目標に関する市民の実感 

 基本目標１「学びを育む基礎づくり」 

基本目標１「学びを育む基礎づくり」では、いつでも学びたいときに学びはじめることが

できるような機会を充実させるとともに、個々人それぞれの学習活動の継続を支援すること

を目指しました。これを受けて、市は様々な年齢、属性の

人を対象にした多様な学びの機会の提供を推進し、また、

武蔵野プレイスを開館しました。 

この目標に関する市民の実感としては、平成30年度に実

施した市民向けのアンケート調査（以下、平成30年度調査

（市民））において、「いつでも、学びたいときに学ぶこと

ができる機会が充実している」と実感している人は56.5％

と半数をやや上回っていました。 

 

基本目標２「多様に学ぶ機会の拡充」 

基本目標２「多様に学ぶ機会の拡充」では、「ライフスタイル」による学習手段やテーマ

等の選択肢の多様化に応じた生涯学習機会の充実・拡充を目指してきました。これを受けて、

市は多様なライフスタイルに合わせ、多岐にわたるテーマ

の学びの機会を提供してきました。また、武蔵野プレイス

では夜間や休日に講座を実施し、時間不足が原因となって

学習ができなかった人のニーズにも対応してきました。 

この目標に関する市民の実感としては、平成30年度調査

（市民）において、「ライフステージやライフスタイルに

応じた学びの機会が充実している」と実感している人は44. 

0％でした。 

 

設問「いつでも、学びたいときに学ぶことが

できる機会が充実している」の回答結果 

設問「ライフステージやライフスタイルに応じ

た学びの機会が充実している」の回答結果 
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基本目標３「学びの成果の共有」 

基本目標３「学びの成果の共有」では、生涯学習活動

を継続する中で生まれる「人と人との結びつき」を基本

に、学びの成果を共有したいと思う人や団体相互の活動

を支援することを目指してきました。これを受けて、市

民団体が生涯学習事業を提案し、事業に対する補助金を

得られる仕組みを新たにつくり、幅広い団体が活動でき

るよう支援をしてきました。 

ただし、この目標に関する市民の実感としては、平成

30年度調査（市民）において、「地域やコミュニティの

活動に参画するきっかけが豊かである」と実感している

人は29.6％にとどまっています。 

 

基本目標４「市民文化の発信」 

基本目標４「市民文化の発信」では、学ぶことにより、市民が、受け手側と発信者側を自

由に行き来できるような自由闊達な市民文化の発信を目指してきました。これを受けて、市

民からなる事業の担い手と事業参加者の双方向の交流を

促しながら、武蔵野プレイスにおいて市民活動の支援にも

取り組んできました。 

ただし、この目標に関する市民の実感としては、平成30

年度調査（市民）において、「市民や地域・コミュニティ

の活動の魅力が市内外に発信されている」と実感している

人は26.2％にとどまっています。一方、周辺自治体在住

者に対するアンケート調査では、実感している人が

43.2％となっており、市内と市外での実感に違いがあり

ます。 

 

基本目標５「生涯学習社会基盤の強化」 

基本目標５「生涯学習社会基盤の強化」では、誰もが自

らの意思で生涯学習に取り組むことができる社会基盤の

強化を目指してきました。これを受けて、武蔵野プレイス

の開館を実現するとともに、情報発信や施設予約システム

の充実等を図ってきました。 

この目標に関する市民の実感としては、平成30年度調

査（市民）において、「学びや地域・コミュニティの活動

のための施設が充実している」と実感している人は

43.2％でした。 

設問「地域やコミュニティの活動に参画する

きっかけが豊かである」の回答結果 

設問「市民や地域・コミュニティの活動の魅

力が市内外に発信されている」の回答結果 

設問「学びや地域・コミュニティの活動のため

の施設が充実している」の回答結果 
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基本目標６「未来への学びの継承」 

基本目標６「未来への学びの継承」では、市民による自律した生涯学習を将来にわたって

推進するための人材の種を撒き、また、過去から受け継ぎ、学び続けてきたことを、未来に

伝えていくことを目指してきました。これを受けて、子ど

もが生涯を通じて学び続けるための施策を推進するとと

もに、ふるさと歴史館を開館しました。 

この目標に関する実感としては、平成30年度調査（市民）

において、「将来の担い手となる子どもが学ぶ機会が充実

している」と実感している人は33.5％でした。ただし、子

どものいる人に限ると46.7％となりました。 

 

 

 

  

設問「将来の担い手となる子どもが学ぶ機会

が充実している」の回答結果 
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調査結果② 関心やニーズが多様化する中で、これらに応えることが重視されていること 

◆図表２－９のとおり、市民が日々の生活の中で実感していることとして、「いつでも、

学びたいときに学ぶことができる機会が充実している」という項目に対し、「実感して

いる」、「どちらかというと実感している」と答えた人は、合わせて56.5％です。 

◆図表２－10のとおり、市が学びの機会の提供をする際に重視することとしては、「市民

の関心やニーズに応えること」と答えた人が54.4％と最も多い状況です。 

◆図表２－11のとおり、障害者団体へのヒアリングによれば、障害者の方は、既存の機会

に参加しやすくなる配慮や、障害の程度に応じた参加の機会を求めていることがわか

りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

15.0 

11.0 

4.6 

4.6 

10.9 

6.1 

41.5 

33.0 

25.0 

21.6 

33.2 

27.4 

24.1 

33.0 

34.8 

42.7 

33.4 

38.9 

15.2 

18.1 

29.8 

24.5 

16.9 

19.8 

4.2 

4.9 

5.8 

6.6 

5.6 

7.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=791

①いつでも、学びたいときに学ぶことができる機会が充実している

②ライフステージやライフスタイルに応じた学びの機会が充実している

③地域やコミュニティの活動に参画するきっかけが豊かである

④市民や地域・コミュニティの活動の魅力が市内外に発信されている

⑤学びや地域・コミュニティの活動のための施設が充実している

⑥将来の担い手となる子どもが学ぶ機会が充実している

実感している どちらかというと実感している どちらかというと実感していない 実感していない 無回答

54.4 

36.4 

38.9 

32.9 

35.0 

38.1 

30.0 

33.4 

27.9 

2.5 

3.4 

1.9 

0% 20% 40% 60%

N=791

市民の関心やニーズに応える

市民の学びたいという意欲を高める

生きがいを感じられるようにする

様々な意見・価値観に触れることができる

子どもが様々なことを経験できる

大人にとっての学び直しになる

生活や仕事に役立つ知識・情報が得られる

同じ関心や興味を持つ仲間づくりにつながる

地域やコミュニティでの活動につながる

わからない

その他

無回答

図表２－10 市が学びの機会提供の際に重視すること 

図表２－９ 日々の生活の中で実感していること 

図表２－11 障害者団体へのヒアリング結果 
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  調査結果③ 学びの関心は高いが、時間、費用、場所等が障壁になる場合があること 

◆図表２－12のとおり、学ぶことに対する関心については、「関心がある」人と、「どちら

かというと関心がある」人を合わせれば、93.9％となります。また、図表２－13のとお

り、過去１年間で何かを「学んだことがある」人が69.4％、「学びたかったが、できな

かった」人が10.0％であることを鑑みても、多くの人が学びに関心や意欲を持っている

ことがわかります。 

◆図表２－14のとおり、88.5％の人が「学び続けたい」と回答しており、ここからも学び

の意欲がうかがえると同時に、より高いレベルの学習の機会が求められている可能性が

示唆されています。 

◆図表２－15のとおり、関心を持ちながらも過去１年間で何かを学ばなかった人（関心層）

は、学ばなかった理由として、仕事や家事が忙しくて時間がないと最も多く答えていま

す（57.6％）。 

◆図表２－16のとおり、関心層の人は、自主的に学んだり、調べたりするようになるため

には何が必要かについて、「あまり費用がかからずできること」（49.3％）、「学ぶため

の場所が近くにあること」（42.9％）、「初めてでも気軽に参加できること」（41.4％）

を多く答えています。なお、図表２－17のとおり、経済的余裕に余裕のある人は、そ

うでない人に比べて学びの経験が多いことがわかっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関心がある

64.3%

どちらかというと

関心がある

29.6%

どちらかというと

関心がない

3.8%

関心がない

1.6%

無回答

0.6%N=791

図表２－12 学ぶことに対する関心の有無 

学んだことがある

69.4%

学びたかったが、

できなかった

10.0%

学んだことはない

19.3%

無回答

1.3%N=791

図表２－13 過去１年間で学んだかどうか 

学び続けたい

と思う

88.5%

学び続けたいと

思わない

1.5%

わからない

7.5%
無回答

2.6%

N=549

図表２－14 学び続けたいかどうか 
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25.9 

53.4 

12.1 

10.3 

3.9 

5.2 

5.2 

2.2 

12.5 

10.8 

30.2 

5.2 

9.1 

2.2 

0% 20% 40% 60%

N=232

費用がかかる

仕事や家事が忙しくて時間がない

自分の希望する種類の講座や教室がない

学ぶための場所が近くにない

教えてくれる人がいない

一緒に学習や活動する仲間がいない

子どもや親等の世話をしてくれる人がいない

家族や職場など周囲の理解を得にくい

何を学んでよいかわからない

必要な情報が入手しづらい

特に必要に迫られなかった

何かを学びたいと思わない

その他

無回答

図表２－15 過去１年間で学ばなかった理由 

23.6 

16.3 

42.9 

40.4 

25.1 

12.8 

5.9 

49.3 

41.4 

4.4 

36.0 

2.5 

3.0 

0.5 

0% 20% 40% 60%

関心層(N=203)

仕事や家庭で必要に迫られる

キャリアアップ等、仕事に役に立つ

学び、調べるための場所が身近にある

魅力のある教室や講座を知る

魅力のある講師・指導者に出会う

一緒に学ぶ仲間と出会う

仲間同士で教えあい、学びあう機会がある

あまり費用がかからずにできる

初めてでも気軽に参加できる機会がある

地域やコミュニティでの活動に参加する

本人の意志や意欲による

わからない

その他

無回答

図表２－16 関心層にとっての学ぶためのきっかけ 

図表２－17 経済的余裕・時間的余裕と学びの経験の関係 

22.2 

15.0 

47.7 

47.1 

23.0 

20.3 

5.5 

15.7 

1.6 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去１年間で学んだことがある人（N=549）

過去１年間で学んばなかった人（N=153）

趣味や楽しみのためのお金を十分得られている

趣味や楽しみのためのお金をどちらかといえば得られている

趣味や楽しみのためのお金をあまり得られていない

趣味や楽しみのためのお金をほとんど得られていない

無回答

33.5 

24.2 

36.6 

35.3 

23.5 

20.9 

5.1 

17.0 

1.3 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去１年間で学んだことがある人（N=549）

過去１年間で学んばなかった人（N=153）

趣味や楽しみのために使える時間を十分取れている

趣味や楽しみのために使える時間をどちらかといえば取れている

趣味や楽しみのために使える時間をあまり取れていない

趣味や楽しみのために使える時間をほとんど取れていない

無回答
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調査結果④ 地域のために学ぶ人は少ないが、多くの人が学びの成果を人に伝えていること 

◆仲間づくりや地域活動のために学びをはじめた人は少なく（それぞれ14.2％、4.6％、

表図表２－18）、実際に学んだことを地域やコミュニティの活動に役立てた人も少ない

状況です（8.0％、図表２－19）。また、市が学びの機会を提供する際に重視することと

して、「地域やコミュニティでの活動につなげる」と答えた人は、27.9％で少なくなっ

ています（図表２－20）。 

◆一方で、約８割の人が学んだことを家族、友人、知人、それ以外の人に伝えており（図

表２－19）、学びがコミュニケーションにつながっていることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

78.7 

21.5 

28.2 

23.9 

18.8 

44.4 

29.5 

14.2 

4.6 

4.4 

2.2 

4.9 

2.4 

0.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

N=549

趣味・教養を深めたり、関心を広げるため

様々なことを体験したいため

日々の暮らしに役立てるため

日々の仕事に役立てるため

キャリアアップや転職のため

生きがいや余暇の充実のため

健康・体力づくりのため

仲間づくりのため

地域やコミュニティの活動のため

ボランティアやＮＰＯの活動のため

子どもに影響されたから

人づきあいのなかで触発されたから

その他

無回答

図表２－18 過去１年間に何かを学んだ理由 

図表２－19 学んだことの活かし方 

54.4 

36.4 

38.9 

32.9 

35.0 

38.1 

30.0 

33.4 

27.9 

2.5 

3.4 

1.9 

0% 20% 40% 60%

N=791

市民の関心やニーズに応える

市民の学びたいという意欲を高める

生きがいを感じられるようにする

様々な意見・価値観に触れることができる

子どもが様々なことを経験できる

大人にとっての学び直しになる

生活や仕事に役立つ知識・情報が得られる

同じ関心や興味を持つ仲間づくりにつながる

地域やコミュニティでの活動につながる

わからない

その他

無回答

図表２－20 市が学びの機会提供の際に重視すること（再掲） 

63.4 

17.3 

38.4 

8.0 

3.6 

12.0 

2.9 

0% 20% 40% 60% 80%

N=549

家族や友人、知人に学んだことを伝えた

家族や友人、知人以外の人に学んだことを伝えた

仕事や家事などに役立てた

地域やコミュニティの活動に役立てた

伝えたり、役立てたりしたかったが、できなかった

そのようなことはしていない

無回答
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２ 本市の特色と課題 

 これまで見てきた「市内外の現況」、「生涯学習計画（平成 22年度～令和元年度）の進捗」、「生

涯学習に関する調査（平成 30 年度実施）の結果」の３つの視点から、生涯学習に関する本市の

特色と課題をまとめると、以下のようになります。 

 

   Ａ 市民の学びの意欲が高いこと 

市民調査では、学びに関心のある市民は 93.9％、過去１年で学んだことのある人は 69.4％、

これからも学び続けたい人は 88.5％となっており、市民の学びの意欲の高さがわかります。

したがって、市は市民の学びの意欲が引き続き引き出されるよう、ニーズやレベルに合致し

た学びの機会を提供していく必要があります。 

 

Ｂ 市民団体が主体的に活動していること 

市に社会教育関係団体として登録された団体はもちろんのこと、それ以外の市民団体も主

体的に活動しています。団体活動は、団体のメンバー自身が学習することはもちろん、それ

以外の人へも学びの機会を提供することにも意義があり、まさに生涯学習の中核を担ってい

ると言えます。したがって、市は活発な団体活動が継続されるよう、必要な団体支援を実施

していく必要があります。 

 

Ｃ 多様な事業主体と連携できる環境があること 

  市内および近隣には、５つの大学（亜細亜大学、成蹊大学、日本獣医生命科学大学、東京

女子大学、武蔵野大学）が点在しており、専門性の高い教育を提供しています。また、生涯

学習に関する市民団体の活動や民間事業者の商業活動も盛んです。市はこれら主体と既に連

携し、生涯学習に関する各種事業を展開しているところですが、多様化・高度化するニーズ

に応え、また行政以外の主体の活力を取り入れる観点から、今後は連携をより強化していく

必要があります。 

 

Ｄ 生涯学習に関連する市の施設が充実していること 

武蔵野プレイス、図書館、市民会館、ふるさと歴史館等、生涯学習に関する施設は既に充

実していると言えます。中でも、図書館機能に加えて生涯学習支援、市民活動支援、青少年

活動支援といった機能を有する武蔵野プレイスは、他の自治体に類を見ないオリジナリティ

のある施設で、今後ますます武蔵野らしい生涯学習を展開する拠点としての役割が期待され

ています。引き続き、これら施設のそれぞれの役割を明確にしながら、有効に活用していく

必要があります。 

 

Ｅ 幅広いテーマの学びの機会が提供されていること 

  市だけでなく、市民団体、大学、民間事業者等により、幅広いテーマの学びの機会が提供

されています。今後は、社会環境の変化や多様化するニーズの中で、市民の関心のあるテー
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マを見極めることがますます重要となります。あるいは、様々な主体が多種多様なテーマに

ついて学びの機会を提供している中では、生涯学習に関する情報提供や組織体制のわかりや

すさも重要な課題です。 

 

Ｆ 気軽さと身近さが求められていること 

  調査によると、多くの人が学びに関心を持っていますが、時間、場所の近さ等が学びの障

壁になっています。言い換えれば、あらゆる人にとっての「気軽さ」と「身近さ」が求めら

れていると言えます。したがって、市はＩＣＴの活用等により、時間的制約や地理的制約を

できる限り排除しながら学びの機会を提供していく必要があります。 

 

Ｇ 学ぶにあたり配慮が必要な人がいること 

本市に限ったことではありませんが、子ども、高齢者、障害者、生活困窮者、外国人とい

った人々は、学ぶにあたり特別なプログラムやサポートを要する場合があります。したがっ

て、市はあらゆる人がそれぞれの事情に合った学びを行えるよう、適切な学びの機会を提供

していく必要があります。 

 

Ｈ 人生 100年時代に対応した学びが求められていること 

   本市では、当面の間、人口減少と少子化は見込まれませんが、一層の高齢化が見込まれて

います。そのような中で、健康長寿化を背景とする「人生 100年時代」の到来は、高齢者に

限らず人の生き方がますます多様化していくことを示唆しています。したがって、市はライ

フステージやライフスタイルの多様性を認識し、それぞれに合った学びを提供する必要があ

ります。 

 

Ｉ 社会環境の変化を生き抜く力が求められていること 

Society 5.0 をはじめとする技術革新や、グローバル化の進展といった社会環境の激しい

変化の中を生き抜いていくためには、新しい時代にふさわしい学びが必要となります。した

がって、市はたとえばＳＴＥＡＭ教育のような、新しい学びに関する考え方を取り入れなが

ら、実社会で生きる力を育む機会を提供する必要があります。 

 

Ｊ 個人と地域をつなぐ視点が必要であること 

 市民調査によれば、多くの人は自分の生活の向上や楽しさのために学んでいるのであって、

地域やコミュニティのために学んでいるという感覚はないようです。しかし、個人の生活の

集合体が地域やコミュニティであることを考えれば、「自分の住むまちをよりよくする」と

いう点において個人のための学びと地域・コミュニティのための学びは密接に関連している

と言えます。したがって、今後は両者を関連して位置づけながら、自分の生活のための学び

が地域やコミュニティのための学びにつながるような仕組みを整えることが必要です。 
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第３章 武蔵野市の生涯学習がめざすもの 

１ 基本理念 

 現状や課題をもとに、今後の生涯学習施策のありかたを基本理念として設定します。 

 

（案） 

 ・新しい時代のひと、まち、学び 

 ・ひろげて、つなげて、おくる学びへ 

 ・このまちで、学ぶこと 

 

キーワード： 

  ・武蔵野らしさ 

  ・多様な主体との連携 

  ・多様化するニーズ 

  ・主体性、自主性、自律性 

  ・いつでも、だれでも 

  ・気軽さ、身近さ 

  ・地域、コミュニティ 

  ・ライフステージ、ライフスタイル 

  ・学び直し 

  ・学び送り 

  ・健康 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

※現行計画の基本理念：「ともに学び、つなぎあう ひと・まち・文化」 

知ることに親しみ、学ぶことを求める人々の知的好奇心に応え、学びたいときに、いつでも学

びはじめることができるようなきっかけづくりや環境を整備します。 

また、市民が学びを継続することを通して自分づくりやまちづくり、地域に関わる人づくりができ

るように支援し、成熟した生涯学習社会の実現をめざします。 
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２ 施策体系 

基本理念をもとに、今後の生涯学習施策の基本方針とそれに連なる施策を設定します。 

 

施策体系図 

 

 
図表３－１ 施策体系図 
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3-3
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図表３－２ 基本方針のイメージ 
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３ 施策概要 

 

基本方針１ 「学びをえらぶ・はじめる」の支援 

 多様化するニーズに応えるため、あらゆる人が豊富な選択肢の中から気軽に学びはじめられ

るように、ライフステージ、ライフスタイル等を考慮しながら、それぞれに適した機会を提供

します。 

 

１－１ 様々なテーマの学びの提供（特色・課題：ＡＢＣＥＩ） 

 情報化社会の進展やグローバル化等を背景として、個人の興味は多様化しており、今後も

ますます多様化していくことが見込まれます。さらに、平成 30年度に実施した市民向けア

ンケートにおいても、「市が生涯学習の機会を提供する際に重視するべきことはどのような

ことだと思いますか」の問いに対し、「市民の関心やニーズに応える」と答えた人が 54.4％

で最も多くなっています。このため、市は様々なテーマの学びを提供することで、市民の多

様なニーズを満たしていきます。 

【これからの主な施策】 

◆新しいテーマの学びの提供 

技術革新やグローバル化等、社会環境の激しい変化により、我々の生活の中にこれまで

になかったモノやコトが次々と現れています。このため、市は市民のニーズを見極めなが

ら、積極的に新しいテーマを取り上げ、これを題材にした学びの機会を提供します。 

   ◆テーマ選びに関する検討 

現在、教育委員会は、市長部局はもちろん、市民団体、大学、民間企業等とも連携する

ことによって、幅広いテーマの学びの機会を提供しています。この上で、今後は、テーマ

の重複や抜け落ちを避け、ニーズに合致したテーマを取り扱うために、必要な調査等を実

施します。 

   ◆学校教育以外におけるＳＴＥＡＭ教育の推進 

    Society 5.0 をはじめとする新しい時代を迎えるにあたり、実社会で生き抜くための力

がますます必要となると言われています。したがって、市は青少年が新しい時代において

創造的に課題を解決できるよう、学校教育以外の場でもＳＴＥＡＭ教育を積極的に推進し

ます。 
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１－２ 学びのきっかけづくり・学びの障壁の除去（特色・課題：ＦＧ） 

多くの人が学びに関心を持っていますが、時間、費用、場所の遠さ等により学べない場合

があります。また、子ども、高齢者、障害者、生活困窮者、外国人等は、学ぶにあたって特

別なプログラムやサポートを要する場合があります。このため、市は学びのきっかけづくり

と学びの障壁の除去を柱として、あらゆる人が学びやすい環境づくりを推進します。 

  【これからの主な施策】 

◆ポータルサイトの開設の検討 

学びの機会について、わかりやすい情報提供と簡単な申し込みを同時に実現するために、

ワンストップで市内の講座・イベント等の閲覧、申込等を行うことができるポータルサイ

トの開設を検討します。 

◆講座等のインターネット配信の検討 

多くの人にとって時間や場所が学びの障壁になっています。このため、働いている人や

子育て中の人等の忙しい人でも気軽に学べるよう、講座等のインターネット配信について

検討します。 

◆既存事業の出前講座の検討 

高齢者、身体障害者といった身体上の配慮が必要な場合がある人の学びを確保するこ

とを目的に、自由大学等の既存事業の枠組みの中で、テンミリオンハウス等へ出前講座

を行う仕組みを検討します。 

◆「学び方」を伝える事業の推進 

生涯にわたって学びが求められるこれからの時代においては、市にとって学びの内容

自体を楽しく、わかりやすく市民に伝える視点も大事ですが、「学び方」を伝えることを

通じて学びのきっかけを市民に提供する視点も重要となります。したがって、市民が生

涯を通じて主体的に学んでいけるよう、図書館・読書やＩＣＴ等の活用方法やその楽し

さ、便利さを伝える事業を推進します。 

   ◆「ラーニング・フォー・オール」の考え方の推進 

高齢者、障害者、生活困窮者、外国人等は学ぶにあたり配慮が必要な場合があります。

したがって、あらゆる人が気軽に学べるように、それぞれの求めるものや障壁の程度を

考慮しながら、必要なサポートを推進します。 
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 １－３ ライフステージ、ライフスタイルに応じた学びの提供（特色・課題：Ｈ） 

「人生 100年時代」の到来は、人々が長い人生の中で学校の卒業、就職、結婚、出産、退

職等のライフイベント・ライフステージのタイミングや意味合いを捉え直し、ライフスタイ

ルを多様化させていくことを示唆しています。これに伴い、学びのあり方もまた多様化して

いくことが見込まれます。このため、市は従来的なライフステージやライフスタイルの考え

方によらず、多様な生き方に対して柔軟に学びの機会を提供していきます。 

  【これからの主な施策】 

   ◆新しい時代のリカレント教育の検討 

    学校を卒業した人に対する体系的な教育であるリカレント教育の担い手は、これまで大

学や民間企業が中心でした。このため、市は今後ますます高まっていくと見込まれる学び

直しのニーズを満たすために、大学や民間企業と連携しながら、リカレント教育における

行政の役割について検討します。 

  ◆子育てにも仕事にも役立つ学びの機会の提供 

    ライフステージの捉え方が多様化していく中で、子育てと仕事の両立や、子育て後の

職場復帰のタイミングもまた多様化していくことが見込まれます。したがって、市は多

様化するニーズをくみ取りながら、子育てと仕事がスムーズにつながるよう、ワークラ

イフバランスやアンガーマネジメント等、子育てにも仕事にも役立つ学びの機会を提供

していきます。 

  ◆高齢者の多様化に伴う事業の再編 

健康長寿化を背景に高齢者も多様化しており、前期高齢者だけでなく、後期高齢者でも

アクティブな人が増えています。学びの目的についても、生きがいや仲間づくりのためと

いった従来的なものだけでなく、人生 100年時代においては就労のために学ぶことがます

ます重要になっていきます。とりわけ、高齢者が就労を目的として学ぶことについては、

令和 20年ごろに見込まれる、いわゆる団塊ジュニア世代の一斉退職により、爆発的にニ

ーズが増加する可能性があります。このため、市は多様化する高齢者のニーズに応えるた

めに、既存の事業の目的を整理しながら、高齢者向け生涯学習事業の再編を検討します。 
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基本方針２ 「学びをひろげる・つなげる」の支援 

 学んだことを自分のさらなる学びに広げていくことはもちろん、学びを他者と共有すること

によって学びを深めたり、学びをツールとして他者とのコミュニケーションにつなげたりして

いくことも支援します。 

 

２－１ より高度な学びの提供（特色・課題：ＡＣＥ） 

 平成 30 年度に実施した市民向けアンケートにおいて、約９割の人が既に学んだことを今

後も学び続けたいと答えています。このことは、多くの人が高度な学びを求めていることを

示唆しています。このため、市は取り組みやすい学びはじめの機会を提供することと同様に、

既に学んだことをさらに深めるために、より高度な学びの機会を提供していきます。 

【これからの主な施策】 

 ◆大学との連携による高度な学びの提供 

大学は高度で専門的な学びの提供機関です。今後も引き続き、市は大学と連携しながら、

「五大学連携事業」や「武蔵野地域自由大学事業」等を通じて高度な学びを提供します。

その上で、その枠組みの中でさらに学びを深められる場の創設を検討します。 

 ◆既存事業における上級講座の検討 

たとえば「水の学校」事業では、連続講座のオプションとして、より高度な学びの機会

を提供する「ステップアップ講座」という上級講座を設けています。これにならい、既存

の事業における「学びの難易度」を整理した上で、必要に応じて上級講座を設定すること

を検討します。 
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２－２ 生涯学習に関する団体の支援（特色・課題：ＢＣ） 

 本市の特色として、多くの生涯学習に関する団体が自主的、積極的に活動していることが

挙げられます。団体の活動は、学びの成果を共有することによって自らの学びを深めること

はもちろん、学びを通じた仲間づくりや、所属するメンバー以外への学びの機会の提供とい

った観点からも非常に重要です。このため、市は既存団体・新規団体を問わず、生涯学習に

関する団体の支援を推進します。 

【これからの主な施策】 

   ◆社会教育関係団体の支援制度の改善 

    市では現在、社会教育関係団体として登録された団体に対し、施設使用料の減額・免除

や、備品の貸し出し等の優遇・支援等を行っていますが、登録団体は緩やかに減少してい

っています。このため、団体の増加と活性化のために、団体が利用しやすくなるような制

度改善を検討します。 

◆生涯学習に関する補助金制度の改善 

市では現在、生涯学習に関する市民団体の事業に対して、生涯学習事業費補助金、子ど

も文化・スポーツ・体験活動団体支援事業費補助金の２つ種類の補助金を交付しています。

ただし、団体・市双方における手続きが煩雑であることや、事業の有効性や継続性に対す

る審査が困難であること等の課題があります。したがって、今後は事業の有効性や継続性

を確保しながら、団体にとって使いやすい補助金とするために、制度改善を検討します。 
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  ２－３ 発表や交流の促進（特色・課題：ＢＣ） 

 多くの人が学びをコミュニケーションにつなげています。学びの成果を、家族や友人、と

もに学んだ仲間に対してはもちろん、それ以外の人々にも伝えることは、自身の学びを深め、

学びの意欲を高め、また他者の学びの関心を促す意味で重要です。さらに、市民が市外の人

に学びの成果を伝える場合は、学びをベースとした市民文化の発信にもつながりうるもので、

このことは住んでいる地域への愛着や誇りを育む意味においても重要です。このため、市は

学びの成果を発表し、また学びをベースにして交流する機会を充実させていきます。 

【これからの主な施策】 

◆生涯学習に関する団体相互の連携促進 

近いことを学ぶ団体は多く、その団体同士が交流することにより、それぞれの学びが深

まり、また相手方の学びの意欲を促すことが期待されます。このため、生涯学習に関する

団体の拠点である武蔵野プレイスや市民会館、コミュニティセンターを積極的に活用しな

がら、市民団体交流会のような団体相互が協力・連携できる仕組みについて検討します。 

◆学びをベースとした市民文化の発信の支援 

市民が学んだ成果とともに、学びをベースとした市民文化を発信することは、自分の学

びを深めるだけでなく、ひいては地域への愛着や誇りを育むことにつながる場合がありま

す。このため、市外の方も来場する学習の発表と交流の機会として、引き続き市民文化祭

やサイエンスフェスタ、青空市、環境フェスタ等のイベントを推進します。また、市外の

人との交流として、引き続き友好都市との交流事業や各種国際交流事業を推進します。 

   ◆発表の場である文化施設に関する検討 

    市民文化会館や公会堂、芸能劇場といった文化施設は、学んだ成果の発表の場として大

きな役割を担っており、設備や立地等について使いやすさが重要となります。このため、

生涯学習部局は、文化施設所管部局と連携しながら、文化施設の適切なあり方について協

議していきます。 
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基本方針３ 「学びをおくる」の支援 

 誰かから受けた恩を、その人に返すのではなく、別の人に送ることを「恩送り」と言います。

この発想を学びに当てはめてみると、学んだことを次の世代へ継承しようとすることは、いわ

ば「学び送り」と言えるのではないでしょうか。この「学び送り」の視点をもとに、学んだ成

果を家族や友人等の身近な人に伝えるだけでなく、他者や未来の次世代へ送ることによって、

市民自らが地域課題を見据え、自分の住むまちをよりよくしていくことができる仕組みを整え

ます。 

 

  ３－１ 学びを提供できる人材の育成（特色・課題：ＡＢＨＪ） 

既に学んだことについて、自らが講師となって他者へ学びを提供することは、自分の学び

を深めるだけでなく、「学び送り」の視点からも重要です。とりわけ、人生 100年時代にお

いては、人生経験の豊かな高齢者はもちろん、あらゆる年齢、ライフステージの人が地域社

会の一員としての当事者意識をもって「先生」となることが望ましいと考えられます。この

ため、市は人々が学んだことを地域に教えていく仕組みを整え、これを推進します。 

  【これからの主な施策】 

   ◆学んだ人が講師となる制度の検討 

学んだ人が講師となり、他の誰かに学んだことを教えることは、「学び送り」の直接的

な実践です。このため、既存のイベントや講座に参加した人が講師となって、学んだこと

を他の人に教える仕組みについて、検討します。 

   ◆次世代の地域の担い手の育成 

市では現在、次世代の地域の担い手を育成するための事業として「中学生・高校生リー

ダー制度」を実施しています。今後は、引き続き同制度を実施していきながら地域の担い

手を育成するとともに、土曜学校等の他の青少年向けの既存事業における受講生等につい

ても、学びの成果を地域に生かせるような仕組みを検討します。 
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  ３－２ 市民活動と生涯学習分野の連携（特色・課題：ＡＢＪ） 

本市では、様々な地域課題に取り組む市民活動が盛んです。その上で、市民活動と生涯学

習分野が連携することは、ひとりひとりが自分の住むまちをよりよくしていこうとする視点

を持ちながら、主体的な学びによって地域課題をより効果的に解決することにつながります。

したがって、市は様々な市民活動と生涯学習分野の橋渡しをし、学び送りの基礎を作ってい

きます。 

 

  【これからの主な施策】 

   ◆武蔵野プレイスにおける機能連携の強化 

学び送りの実践のためには、ひとりひとりが自分のすむまちをよりよくしていこうとす

る視点が重要です。したがって、これら視点をもって地域課題に取り組む市民活動と、学

びたい人・団体、既に学んだ人・団体が相互に関わる仕組みは、学び送りに有効であると

考えられます。この上で、今後は、生涯学習支援機能と市民活動支援機能をあわせ持つ武

蔵野プレイスにおいて、両機能が緊密に連携する仕組みを一層強化していきます。 
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  ３－３ 市の各種事業の「生涯学習化」（特色・課題：ＥＪ） 

生涯学習とは関係なく、市は福祉、子育て、防災、環境等、あらゆる分野を対象に様々な

事業を実施しており、当然のことながら、これらの多くは地域課題の解決を目的としていま

す。そして、市民が地域課題について学ぶことは、まさに地域課題の解決につながります。

このため、市は市が所管するあらゆる領域の事業と生涯学習を関連づける視点を持ち、学び

による地域課題の解決を目指します。 

  【これからの主な施策】 

◆市の各施策と生涯学習分野の連携 

 福祉、子育て、防災、環境等、あらゆる分野において生涯学習の考えをもたらしたり、

あるいは見出したりすることが可能で、これは地域課題の解決に有効です。したがって、

市の各部局と連携しながら、各施策において学びのアプローチがどの程度採用されている

のかを明らかにした上で、地域課題の解決に必要なテーマを生涯学習事業として積極的に

取り上げていきます。さらに、学んだ成果を地域に生かせるような仕組みを検討していき

ます。 

◆地域コーディネーターや社会に開かれた教育課程の活用の推進 

各小中学校に１名ずつ委嘱されている地域コーディネーターは、地元企業や地域協力者

の力を学校の授業に生かす等、学校と地域をつなぐ役割を担っています。また、社会に開

かれた教育課程は、社会的資源を活用しながら教育活動を行うものです。これらは、次世

代を担う子どもたちが、地域と関わりながら、地域の当事者として学んでいくことにつな

がります。今後は、これらを有効に活用しながら、児童・生徒・学校・地域を学びによっ

てつなぐことを推進します。 
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 基本方針４ 「まなびの土台」の整備 

  生涯学習は市民の主体的な学びが基本となりますが、これを支える土台づくりは市の役割で

す。あらゆる人が気軽に、身近に、そして主体的に学ぶことができるよう、市は引き続き、生

涯学習に関する施設・体制の整備や、情報提供の充実、多様な主体との連携等を推進します。 

 

  ４－１ 施設の整備（特色・課題：Ｄ） 

 武蔵野プレイスや図書館、市民会館、ふるさと歴史館等、市の所有する生涯学習関連施設

は充実しています。このほかに、小中学校やコミュニティセンター等の生涯学習を目的にし

ていない施設においても積極的に市民が学んでいます。このため、市は既存施設の必要な修

繕、改築等を行いながら、引き続きこれを有効に活用して生涯学習施策を展開していきます。 

【これからの主な施策】 

   ◆生涯学習施設整備計画の推進 

巻末の「生涯学習施設整備計画」に基づき、生涯学習施設の必要な施設整備を実施しま

す。 

   ◆「武蔵野市エコプラザ」（仮称）における生涯学習のあり方の検討 

令和２年 11 月には、旧クリーンセンター事務所棟跡地に、環境啓発施設「武蔵野市エ

コプラザ」が開設予定です。このため、環境部局と連携しながら、この新しい施設におけ

る生涯学習のあり方を検討します。 
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  ４－２ 組織体制の整備（特色・課題：Ｅ） 

   市の様々な部署がそれぞれに生涯学習施策を実施していることは、多様なニーズに応える

ことに役立つ一方で、いわゆる縦割り行政の弊害として施策の一体性が乏しくなり、また市

民がわかりにくさを感じることもありえます。このため、市は生涯学習施策について合理的

な組織体制を整備する必要があります。 

  【これからの主な施策】 

 ◆関連財政援助出資団体の統合の検討 

生涯学習について、本市には生涯学習振興事業団と文化事業団という２つの財政援助

出資団体があり、市からの委託によって民間企業等で担うことが困難なサービスを市民

に提供しています。今後は、さらなるサービス水準の向上や効果的・効率的な団体運営

のため、両事業団のそれぞれの機能を整理しながら、統合の支援を行います。 
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  ４－３ 情報提供の充実（特色・課題：Ｅ） 

市や市民団体、大学、民間企業等が様々な種類の学びの機会を提供することにより、多様

なニーズを満たしています。一方で、学びの機会が多ければ多いほど、情報は煩雑化してい

きます。このため、市は市民が自分に合った学びの機会を見つけられるよう、わかりやすい

情報提供を推進します。 

  【これからの主な施策】 

◆ポータルサイトの開設の検討（再掲） 

   ◆「大人のための生涯学習ガイド」、「小・中学生の講座まるごとナビ」の充実 

市では現在、大人向けには「大人のための生涯学習ガイド」、子ども向けには「小・中

学生の講座まるごとナビ」という２つの生涯学習に関して網羅的に情報を提供する冊子を

作成しています。今後は、上記のポータルサイトが開設されたとしても、インターネット

を使わない人のために、引き続き両冊子を作成します。あわせて、両冊子の機能性や網羅

性を見直し、さらに使いやすい冊子にリニューアルしていきます。 
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  ４－４ 多様な主体との連携（特色・課題：ＢＣ） 

市と他の主体（市民団体や大学、民間企業等）の連携は、行政以外の主体の活力を取り入

れながら、多様なニーズに応え、また質の高い学びの機会を提供するのに有用です。このた

め、市は引き続きこれらのことを念頭に、多様な主体との連携を推進します。 

  【これからの主な施策】 

 ◆大学との連携による高度な学びの提供（再掲） 

   ◆社会教育関係団体の支援制度の改善（再掲） 

◆生涯学習に関する補助金制度の改善（再掲） 

◆地域コーディネーターや学校との連携の推進（再掲） 

   ◆民間企業との連携方法の検討 

生涯学習部局では、サイエンスフェスタ等の市のイベントにおいて、民間企業の協力を

得ていますが、連携の事例は多くありません。このため、今後は民間活力を取り入れて生

涯学習施策をより充実させるために、既存の枠組みにとらわれない民間企業との連携方法

について検討します。 
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生涯学習施設整備計画（公共施設等総合管理計画 類型別計画） 

１ 基本的事項 

（１）目的 

生涯学習施設の施設整備を総合的、計画的に推進することを目的に、本計画の第４章を生涯

学習施設整備計画とします。 

 

（２）位置づけ 

公共施設等総合管理計画の下位計画として位置づけるとともに、同計画を具体的に推進する

類型別計画としても位置づけます。 

 

（３）公共施設等総合管理計画の基本方針・類型別方針 

本計画では、公共施設等総合管理計画で定める基本方針および類型別方針を念頭に置きなが

ら、生涯学習施設の施設整備を検討するものとします。 

①基本方針 

公共施設等総合管理計画では、全ての施設の整備に関わる 10の基本方針を定めています。 

１）三層構造に基づく効率的・効果的な施設配置 

２）既存施設の長寿命化 

３）既存施設の有効活用 

４）『100年利用できる』新たな施設整備 

５）行政と民間等の役割分担の整理とＰＰＰの活用 

６）駅周辺の面的整備 

７）低・未利用地の利活用及び整理 

８）受益者負担の適正化 

９）将来を見据えた整備水準の選択 

10）持続可能な管理水準の設定 

②類型別方針 

公共施設等総合管理計画では、生涯学習施設に対する個別の類型別方針として、以下のよ

うに記載されています。 

◆生涯学習の拠点施設は、必要な改修や改築を行って、サービスを継続していく。 

◆生涯学習への需要は高まることが予測される一方で、類似用途の施設との機能重複

（貸館機能など）もみられるため、役割を整理する。 

◆中央図書館を中核とした図書館のあり方を確立するとともに、地域や施設の特性に応

じた特徴ある図書館を目指す。 
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 （４）対象施設 

   対象施設は以下の通りです。なお、生涯学習施設のうち、中央図書館と吉祥寺図書館につ

いては、第２期図書館施設整備計画においてその施設整備の方針を定めたため、対象外としま

す。 

施設名 住所 

ふるさと歴史館 境５－15－５ 

ふるさと歴史館 分館資料室 境南町４－１ 

市民会館 境２－３－７ 

武蔵野プレイス 境南町２－３－18 

 

 （５）計画期間 

生涯学習計画の計画期間が 10年間であることから、令和２年から令和 11年までの 10年間

を計画期間とします。 

 

 

 

２ 現状と課題・評価 

 （１）対象施設ごとの現状と課題・評価 

対象施設ごとの現状と課題・評価は以下の通りです。 

なお、本市における老朽度は、以下のように計算します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  ①ふるさと歴史館 

事業概要 ・古文書、民俗、考古資料、戦争資料等の収集、保存、研究、公開 

・公文書の保存、公開 

・歴史資料を媒体とした市民交流拠点機能の提供 

利用状況 来館者：年間 35,614 人（平成 30年度） 

三層構造 第１層（市全域） 

施設概要 建築年度：昭和 59年度（令和２年度時点の老朽度Ｄ） 

床 面 積：999㎡ 

  【老朽度】 

 本市における施設の耐用年数（60年）に対する残耐用年数の比。 

 老朽度Ａ：築後 10年以下（大きな改修等不要時期） 

 老朽度Ｂ：築後 10年超～25年以下 

 老朽度Ｃ：築後 25年超～35年以下 

 老朽度Ｄ：築後 35年超～50年以下（大規模改修実施時期） 

 老朽度Ｅ：築後 50年超（更新の準備時期 
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※土地、建物ともに東京都の所有 

課題・評価 ◆博物館機能、公文書館機能をあわせ持つ特色のある施設として、生涯

学習の拠点の一つとなっています。この機能は他施設に類似するものは

ないため、今後も引き続き、専門職員の適切な配置等により、博物館・

公文書館の両機能を確保していく必要があります。 

◆開館は平成 26年 12月ですが、建物自体は昭和 59年度に建設された旧

西部図書館を利用したものであるため、老朽度はＤになります。ただし、

土地も建物も東京都の所有物であるため、維持管理や改修、更新につい

ては東京都と協議しながら行う必要があります。 

 

  ②ふるさと歴史館 分館資料室 

事業概要 ふるさと歴史館が所管する文化財等の収蔵、事務所機能 

利用状況 市民に公開されている施設ではないが、ふるさと歴史館が文化財の保護、

収蔵、選別等の業務に使用している。 

三層構造 第１層（市全域） 

施設概要 建築年度：平成 28年度（令和２年度時点の老朽度Ａ） 

床 面 積：307㎡ 

課題・評価 ◆ふるさと歴史館が所管する文化財等を収蔵するための倉庫で、同館の

業務に必要不可欠です。 

◆建築年度は平成 28年であるため、老朽度はＡで、健全と言えます。ま

た、設備についても、倉庫であるため保全整備対象は多くありません。

また当面、大規模改修は必要ないと思われますが、予防保全型の維持管

理により長寿命化を図っていく必要があります。 

 

  ③市民会館 

事業概要 ・社会教育法に準じた講座、イベント等の実施 

・会議室、和室、美術工芸室、料理室等の貸し出し 

利用状況 来館者：年間 10,164 人（平成 30年度：要予約施設の利用人数のみ） 

三層構造 第１層（市全域） 

施設概要 建築年度：昭和 59年度（令和２年度時点の老朽度Ｄ） 

床 面 積：2,224 ㎡ 

課題・評価 ◆会議室、講座室、和室といった一般的な設備のほか、美術工芸室、料

理室、音楽室、保育室といった多彩な設備を有し、これらを貸し出すこ

とにより市民の主体的な学びを促しています。また、市民会館が主催す

る各種イベントや講座も好評です。今後も引き続き、貸館事業と自主事

業の両輪による生涯学習の拠点としての役割が期待されます。 

◆建築年度が昭和 59年度であるため、老朽度はＤになります。計画期間
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中に大規模改修が必要となる可能性があることから、予防保全的な維持

管理を行いながら、適切な調査を行った上で改修についても検討する必

要があります。 

 

  ④武蔵野プレイス 

事業概要 ・図書館機能として、講座、イベント等の開催、図書の貸し出しの実施

等 

・生涯学習支援機能として、講座、イベント等の開催、 

・市民活動支援機能として、講座、イベント等の開催、相談業務等の実

施等 

・青少年活動支援機能として、講座、イベント等の開催、居場所の提供

等 

利用状況 来館者：年間 1,923,162 人（平成 30年度） 

三層構造 第１層（市全域） 

施設概要 建築年度：平成 22年度（令和２年度時点の老朽度Ａ） 

床 面 積：9,810 ㎡ 

課題・評価 ◆図書館機能に加え、生涯学習支援機能、市民活動支援機能、青少年活

動支援機能もあわせ持つ複合施設です。市内に類似施設がないだけでな

く、全国においても先駆的な施設であり、武蔵野らしさを十分に備えて

いると言えます。また、武蔵境駅前という好立地であり、夜間・休日に

も開館していることから、社会人等の忙しさを理由に学ぶことができな

い人のニーズも大いに満たしています。今後も引き続き、機能ごとの連

携を意識しながら生涯学習の拠点としての役割が期待されます。 

◆平成 22年に竣工したため、老朽度はＡとなります。現時点でほとんど

劣化は見られず、またそもそも「100年仕様」で建築された施設であるた

め、当面の間は予防保全的な維持管理を行いながら、長寿命化を図って

いく必要があります。 

 

 （２）その他の外部要因 

計画期間中、人口は 147,582人（令和２年度）から、154,537 人（令和 10 年度）に増加す

ると推計されています。約 7,000 人の人口増が見込まれるものの、生涯学習施設の面積増につ

ながるような大きな影響はないものと考えられます。ただし、老年人口の増加や障害者の生涯

学習のニーズの高まりにより、バリアフリーや「東京都福祉のまちづくり条例」の観点はます

ます重要になると想定されます。 

 

３ 対策内容と実施時期 

 （１）対策の基本方針 
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前項の現状と課題・評価を踏まえ、対策の基本方針は以下の通りです。 

①総合的な視点で施設の役割について、継続的に検討する。 

②予防保全的な維持管理を行いながら、長寿命化を図る。 

③老朽度の高い施設は、必要な調査を行い、改修を検討する。 

 

 （２）具体的対策と工程表 

 

 

４ 今後の対応方針と本計画の実現に向けて 

 （１）フォローアップの方法・方針 

本計画期間終了後、本計画の進捗を確認、評価しながら、改めて整備計画を策定します。ま

た、生涯学習計画の進行管理にあわせ、適宜報告書を作成し、教育委員会や社会教育委員によ

る点検・評価、議会への報告、市民への公表を行います。 

 

 （２）実施体制 

H22 90 A

S59 24 D

H28 56 A

756

S59 24 D

7

190

0
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本計画の実施にあたっては、主管課において管理体制を組み、財務部施設課や指定管理者と

連携して、予算化して実施していくものとします。 

 

 


